
(25) 試 験 問 題 (午後の部) 
 

注     意 

 

⑴ 別に配布した答案用紙の該当欄に，試験問題用紙裏面の記入例に従って，受験地，受験番

号及び氏名を必ず記入してください。多肢択一式答案用紙に受験地及び受験番号をマークす

るに当たっては，数字の位を間違えないようにしてください。 

⑵ 試験時間は，3時間です。 

⑶ 試験問題は，多肢択一式問題(第 1 問から第 35 問まで)と記述式問題(第 36 問及び第 37

問)から成り，配点は，多肢択一式が 105点満点，記述式が 70点満点です。 

なお，第 36問の試験問題の一部として別紙 1から別紙 9までがあり，第37問の試験問題

の一部として別紙 1から別紙 6までがありますので，注意してください。 

⑷ 多肢択一式問題の解答は，多肢択一式答案用紙の解答欄に，正解と思われるものの番号の

枠内を，マーク記入例に従い，濃く塗りつぶす方法で示してください。正解は，全て一つで

す。したがって，解答欄へのマークは，各問につき 1か所だけにしてください。二つ以上の

箇所にマークがされている欄の解答は，無効とします。解答を訂正する場合には，プラス

チック消しゴムで完全に消してから，該当欄の枠内をマークしてください。答案用紙への記

入は，鉛筆(ＨＢ)を使用してください。該当欄の枠内をマークしていない解答及び鉛筆を使

用していない解答は，無効とします。 

⑸ 記述式問題の解答は，所定の答案用紙に記入してください。答案用紙への解答の記入は，

万年筆又はボールペン(いずれも黒色のインクに限ります。ただし，インクが消せるものを

除きます｡)を使用してください。所定の答案用紙以外の用紙に記入した解答及び上記万年筆

又はボールベン以外の鉛筆等の筆記具によって記入した解答は，その部分につき無効としま

す。答案用紙の受験地，受験番号及び氏名欄以外の箇所に，特定の氏名等を記入したもの

は，無効とします。 

⑹ 答案用紙に受験地，受験番号及び氏名を記入しなかった場合は，採点されません（試験時

間終了後，これらを記入することは，認められません。）。 

⑺ 答案用紙は，汚したり，折り曲げたりしないでください。また，書き損じても，補充しま

せん。 

⑻ 試験問題のホチキスを外したり，試験問題のページを切り取る等の行為は，認められませ

ん。 

⑼ 試験時間中，不正行為があったときは，その者の受験は，直ちに中止され，その答案は，

無効なものとして扱われます。 

(10) 試験問題に関する質問には，一切お答えいたしません。 

(11) 試験問題は，試験時間終了後，持ち帰ることができます。 
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第 1問 独立当事者参加に関する次のアからオまでの記述のうち，正しいものの組合せは，後

記 lから 5までのうち，どれか。 

ア 訴訟の当事者の一方を相手方とする独立当事者参加の申出があったときは，参加の

申出の書面は，当該当事者の一方に送達すれば足りる。 

イ 独立当事者参加の申出においては，参加の趣旨だけでなく，その理由も，明らかに

しなければならない。 

ウ 独立当事者参加の申出は，第一審の口頭弁論終結の時までにしなければならない。 

エ 独立当事者参加をした者がある場合において，当事者の一人について訴訟手続の中

断の原因があるときは，その中断は，全員についてその効力を生ずる。 

オ 独立当事者参加をした者がある場合において，参加前の原告又は被告が口頭弁論を

したときは，その原告又は被告は，当該訴訟から脱退することができない。 

1 アウ     2 アエ     3 イエ     4 イオ     5 ウオ 
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第 2問 民事訴訟における当事者の死亡に関する次のアからオまでの記述のうち，判例の趣旨

に照らし正しいものは，幾つあるか。 

ア 当事者が死亡した場合において，その相続人は，相続の放棄をすることができる間

であっても，訴訟手続を受け継ぐことができる。 

イ 労働契約上の地位を有することの確認を求める訴えを提起していた原告がその訴訟

の係属中に死亡したときは，当該訴訟は，当然に終了する。 

ウ 当事者が死亡した場合において，その相続人が訴訟手続を受け継いだときは，既に

されていた訴訟行為は，その相続人の利益となる限度においてのみその効力を生ず

る。 

エ 当事者が死亡した場合において，訴訟代理人がある間は，訴訟手続は，中断しな

い。 

オ 判決書の正本の送達後に当事者が死亡したことによりその進行を停止した控訴期間

については，訴訟手続の受継の通知又はその続行の時から，新たに全期間の進行を始

める。 

1 1個     2 2 個     3 3個     4 4個     5 5 個 
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第 3問 弁論主義に関する次のアからオまでの記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものの

組合せは，後記 1から 5までのうち，どれか。 

ア 所有権に基づく土地の明渡請求訴訟において，原告が被告に対して当該土地の使用

を許した事実を原告自身が主張し，裁判所がこれを確定した場合には，被告が当該事

実を自己の利益に援用しなかったときでも，裁判所は，当該事実を判決の基礎とする

ことができる。 

イ 裁判所は，原告及び被告の間に仲裁の合意があることが証拠から認められる場合に

は，被告が当該合意の存在を主張していないときであっても，訴えを却下することが

できる。 

ウ 裁判所は，売買代金請求訴訟において，被告が同時履行の抗弁権を基礎付ける客観

的事実を主張し，この事実が証拠から認められる場合には，被告が当該抗弁権を行使

する旨の意思を表明していないときであっても，同時履行の抗弁を判決の基礎とする

ことができる。 

エ 裁判所は，債務不履行に基づく損害賠償請求訴訟において，債務者である被告が原

告である債権者の過失となるべき事実を主張し，この事実が証拠から認められる場合

には，被告が過失相殺の主張をしていないときであっても，過失相殺の抗弁を判決の

基礎とすることができる。 

オ 土地の所有権の移転の登記手続請求訴訟において，当該土地につき，原告がＡから

原告の被相続人Ｂへの売却及びＢから原告への相続があったことを主張し，被告がＡ

からＣへの売却があったことを主張した場合において，ＡからＢへの売却の後，Ｂか

らＣへの死因贈与があったことが証拠から認められるときは，裁判所は，ＢからＣへ

の死因贈与があったことを判決の基礎とすることができる。 

1 アウ     2 アエ     3 イウ     4 イオ     5 エオ 
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第 4問 文書提出命令に関する次のアからオまでの記述のうち，判例の趣旨に照らし誤ってい

るものの組合せは，後記lから 5までのうち，どれか。 

ア 専ら文書の所持者の利用に供するための文書(国又は地方公共団体が所持する文書

にあっては，公務員が組織的に用いるものを除く｡)は，挙証者と当該文書の所持者と

の間の法律関係について作成された文書として，文書提出義務の対象となることはな

い。 

イ 公務員の職務上の秘密に関する文書について，当該監督官庁が，当該文書の提出に

より他国との信頼関係が損なわれるおそれがあることを理由として，当該文書がその

提出により公共の利益を害し，又は公務の遂行に著しい支障を生ずるおそれがあるも

のに該当する旨の意見を述べたときは，裁判所は，その提出を命ずることができな

い。 

ウ 裁判所は，第三者に対して文書の提出を命じようとする場合には，その第三者を審

尋しなければならない。 

エ 当事者が文書提出命令に従わない場合において，相手方が，当該文書の記載に関し

て具体的な主張をすること及び当該文書により証明すべき事実を他の証拠により証明

することが著しく困難であるときは，裁判所は，その事実に関する相手方の主張を真

実と認めなければならない。 

オ 証拠調べの必要性を欠くことを理由として文書提出命令の申立てを却下する決定に

対しては，その必要性があることを理由として独立に不服の申立てをすることはでき

ない。 

1 アウ     2 アオ     3 イウ     4 イエ     5 エオ 
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第 5問 確定判決に関する次のアからオまでの記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものの

組合せは，後記 1から 5までのうち，どれか。 

ア 金銭の支払請求を認容する判決が確定した場合でも，その金銭支払請求権について

他に時効中断の方法がないときは，再度，その金銭支払請求権の履行を求める訴えを

提起することができる。 

イ 口頭弁論終結前に生じた損害につき定期金による賠償を命ずる判決が確定した場合

においては，口頭弁論終結後に損害額の算定の基礎となった事情に著しい変更が生じ

たときであっても，当該判決の変更を求める訴えを提起することができない。 

ウ 所有権に基づく抹消登記手続請求を認容した確定判決は，その理由中で原告の所有

権の存在を認定していても，所有権の存否について既判力を有しない。 

エ 当事者が前訴の既判力を援用しなかった結果，後訴の裁判所が誤って既判力に抵触

する判断をした場合には，当該判決は，無効となる。 

オ 土地の所有権確認の訴えを提起して敗訴した者が，再度，同じ土地の所有権確認の

訴えを提起した場合には，前訴の口頭弁論終結後の事情を主張しているときであって

も，前訴判決の既判力により，後訴は不適法な訴えとして却下される。 

1 アウ     2 アエ     3 イオ     4 イウ     5 エオ 
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第 6問 仮差押命令に関する次のアからオまでの記述のうち，誤っているものの組合せは，後

記 1から 5までのうち，どれか。 

ア 主たる債務者の委託を受けない保証人が弁済をした場合に取得する求償権は，当該

弁済の前であっても，仮差押命令の被保全権利とすることができる。 

イ 仮差押命令は，動産を目的とする場合であっても，その目的物を特定して発しなけ

ればならない。 

ウ 仮差押命令の申立てについて口頭弁論を経て決定をする場合には，その決定には，

理由を付さなければならない。 

エ 仮差押命令において定められた仮差押解放金を債務者が供託したときは，その仮差

押命令は，発令の時に遡ってその効力を失う。 

オ 仮差押えの執行は，債権者に対して仮差押命令が送達された日から 2週間を経過し

たときは，これをしてはならない。 

1 アウ     2 アエ     3 イエ     4 イオ     5 ウオ 
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第 7問 担保不動産競売における売却手続に関する次のアからオまでの記述のうち，判例の趣

旨に照らし正しいものの組合せは，後記 1から 5までのうち，どれか。 

ア 不動産の上に存する留置権は，売却により消滅する。 

イ 期間入札において，自らが最高の価額で買受けの申出をしたにもかかわらず，執行

官の誤りにより当該入札が無効と判断されて他の者が最高価買受申出人と定められた

ため，買受人となることができなかったことを主張する入札人は，この者が受けた売

却許可決定に対し，執行抗告をすることができる。 

ウ 買受人は，売却許可決定後に自己の責めに帰することができない事由により不動産

に損傷が生じた場合には，当該損傷が軽微であるときであっても，執行裁判所に対

し，代金を納付する時までにその決定の取消しの申立てをすることができる。 

エ 申立債権者は，買受人が代金を納付する期限までに代金を納付しなかった場合に

は，次順位買受申出人がいないときであっても，当該買受人の同意を得なければ，不

動産担保権の実行の申立てを取り下げることができない。 

オ 執行裁判所は，担保不動産競売の対象とされた土地上に，その競売の対象とはされ

ていない建物が存在する場合であっても，当該土地を買受人に引き渡すべき旨を命ず

ることができる。 

1 アウ     2 アエ     3 イエ     4 イオ     5 ウオ 
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第 8問 司法書士の義務に関する次のアからオまでの記述のうち，正しいものの組合せは，後

記 1から 5までのうち，どれか。 

ア 司法書士は，業務の依頼をしようとする者から求めがあったときは，報酬の基準を

示さなければならないが，その求めがなかったときは，当該基準を示すことを要しな

い。 

イ 司法書士は，補助者を置いたときは，遅滞なく，その旨を所属の司法書士会に届け

出なければならない。 

ウ 司法書士は，法務局又は地方法務局の長に対する登記に関する審査請求の手続につ

いて代理することの依頼については，正当な事由がある場合でなくても，拒むことが

できる。 

エ 刑事訴訟における証人として証言する場合には，司法書士であった者は，業務上取

り扱った事件について知ることのできた秘密を他に漏らすことが許されるが，司法書

士は，当該秘密を他に漏らすことは許されない。 

オ 司法書士は，事件簿を調製し，かつ，その閉鎖後 5年間保存しなければならない。 

1 アイ     2 アウ     3 イオ     4 ウエ     5 エオ 
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第 9問 弁済供託に関する次のアからオまでの記述のうち，正しいものの組合せは，後記 1か

ら 5までのうち，どれか。 

ア 弁済の目的物について損傷のおそれがあるときは，弁済者は，裁判所の許可を得

て，これを競売に付し，その代金を供託することができる。 

イ 建物の賃貸借における賃料の支払場所について別段の意思表示がない場合におい

て，賃貸人が死亡し，その地位を承継すべき相続人が不明であるため，賃借人が賃貸

人の死亡後に発生した賃料につき債権者不確知を原因とする弁済供託をするときは，

賃借人の現在の住所地の供託所にしなければならない。 

ウ 建物の賃貸借における賃料の支払日が｢前月末日｣，支払場所が｢賃貸人の住所｣とさ

れている場合において，賃借人が平成 25年 6月 17 日に同年 7月分の賃料を賃貸人の

住所に持参したものの，賃貸人がその受領を拒否したときは，賃借人は，当該賃料の

弁済供託をすることができる。 

エ 建物の賃貸借における賃料の増額について当事者間に協議が調わない場合におい

て，賃借人が賃貸人に従来の賃料と同じ額を相当と認める額として弁済の提供をした

のに対し，賃貸人がその受領を拒否したときは，賃借人は，その額の弁済供託をする

ことができる。 

オ 受領拒否を原因とする弁済供託をする場合には，供託者は，供託官に対し，被供託

者に供託通知書を発送することを請求しなければならない。 

1 アエ     2 アオ     3 イウ     4 イエ     5 ウオ 
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第10問 営業保証供託に関する次のアからオまでの記述のうち，正しいものの組合せは，後記

1から 5までのうち，どれか。 

ア 登記された法人が営業保証供託に係る供託金について供託物払渡請求書に官庁から

交付を受けた支払証明書を添付して還付請求をする場合において，その額が 10 万円

未満であるときは，供託物払渡請求書又は委任状に押された印鑑につき登記所の作成

した証明書を供託物払渡請求書に添付することを要しない。 

イ 営業主以外の第三者が営業保証供託をすることは，できない。 

ウ 供託根拠法令において主たる事務所の最寄りの供託所に営業保証供託をしなければ

ならないとされている場合において，有価証券を供託している事業者がその主たる事

務所を移転したために主たる事務所の最寄りの供託所に変更が生じたときは，当該事

業者は，移転後の主たる事務所の最寄りの供託所への供託物の保管替えを請求するこ

とができる。 

エ 営業保証供託に係る供託金の差替えは，供託金の取戻請求権が差し押さえられてい

るときは，することができない。 

オ 営業保証供託の供託者は，その供託金全額についての払渡しと同時に，又はその後

でなければ，当該供託金の供託金利息の払渡請求をすることができない。 

1 アイ     2 アウ     3 イエ     4 ウオ     5 エオ 
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第11問 弁済供託の受諾に関する次のアからオまでの記述のうち，誤っているものの組合せ

は，後記 1から 5までのうち，どれか。 

ア 被供託者が供託所に対して供託物還付請求権の譲渡の通知をした場合であっても，

その通知に供託を受諾する旨が積極的に明示されていない限り，供託者は，供託物の

取戻請求をすることができる。 

イ 被供託者の債権者が債権者代位権を行使することにより供託物の還付請求をするこ

とができる場合には，当該債権者は，債権者代位権の行使として，被供託者に代わっ

て，受諾をすることができる。 

ウ 供託を受諾する旨を記載した書面には，印鑑証明書を添付することを要しない。 

エ 受諾をした後は，これを撤回することができない。 

オ 共有建物の賃貸借における賃料について受領拒否を原因とする弁済供託がされてい

る場合において，数人の被供託者のうち一人が受諾をしたときは，供託者は，当該受

諾に係る部分以外の供託金についても，取戻請求をすることができない。 

1 アイ     2 アオ     3 イエ     4 ウエ     5 ウオ 
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第12問 主登記又は付記登記に関する次のアからオまでの記述のうち，正しいものの組合せ

は，後記 1から 5までのうち，どれか。 

ア 根抵当権の極度額の変更の登記は，主登記によってされる場合と付記登記によって

される場合とがある。 

イ 破産手続開始の登記は，主登記によってされる場合と付記登記によってされる場合

とがある。 

ウ 賃借権を先順位抵当権に優先させる旨の同意の登記は，付記登記によってされる。 

エ 抵当権の順位の譲渡についての登記請求権を保全するための処分禁止の仮処分の執

行としての抵当権の処分禁止の登記は，付記登記によってされる。 

オ 所有権を自己信託の対象とした場合における当該所有権が信託財産となった旨の権

利の変更の登記は，付記登記によってされる。 

1 アイ     2 アウ     3 イエ     4 ウオ    5 エオ 
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第13問 一の申請情報によって申請することができる登記に関する次のアからオまでの記述の

うち，誤っているものの組合せは，後記 1から 5までのうち，どれか。 

なお，複数の不動産について申請がされる場合には，当該不動産は，同一の登記所の

管轄区域内に在るものとする。 

ア 所有権の登記名義人の氏名の記録に錯誤がある場合において，当該登記名義人が住

所を移転したときは，錯誤による氏名についての更正の登記と住所移転による住所に

ついての変更の登記とは，一の申請情報によって申請することができる。 

イ 同一の債務を担保するため，Ａ所有の甲土地及びＢ所有の乙土地について，日を異

にして抵当権が設定された場合には，甲土地及び乙土地に係る抵当権の設定の登記

は，一の申請情報によって申請することができる。 

ウ 根抵当権の設定者である株式会社が破産手続開始の決定を受けた場合には，当該根

抵当権の元本の確定の登記と当該根抵当権の代位弁済による移転の登記とは，一の申

請情報によって申請することができる。 

エ Ａ所有の甲土地及びＢ所有の乙土地について，Ｃを仮登記の登記権利者とし，代物

弁済の予約を仮登記原因とする所有権移転請求権の仮登記は，一の申請情報によって

申請することができる。 

オ 信託財産に属する不動産に関する権利が受託者の固有財産となった場合には，信託

の登記の抹消と当該権利の変更の登記とは，一の申請情報によって申請しなければな

らない。 

1 アエ     2 アオ     3 イウ     4 イオ     5 ウエ 
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第14問 抵当権又は根抵当権の登記に関する次のアからオまでの記述のうち，正しいものの組

合せは，後記 1から 5までのうち，どれか。 

なお，アからウまでの記述中にある株式会社は，全て取締役会設置会社とする。 

ア Ａ株式会社及びＢ株式会社の代表取締役が同一人である場合において，Ａ株式会社

の債務を担保するため，Ｂ株式会社所有の不動産に根抵当権を設定する旨の登記を申

請するときは，Ｂ株式会社の取締役会の承認を受けたことを証する情報を提供しなけ

ればならない。 

イ Ａ株式会社及び同社の代表取締役であるＢが共有する不動産の全体について，同社

及びＢを連帯債務者とする抵当権の設定の登記を申請するときは，同社の取締役会の

承認を受けたことを証する情報を提供することを要しない。 

ウ Ａ株式会社を債務者兼設定者とし，同社と代表取締役を同じくするＢ株式会社を抵

当権者とする抵当権の設定の仮登記がされている場合において，解除を登記原因とし

て，当該仮登記の抹消を申請するときは，Ｂ株式会社の取締役会の承認を受けたこと

を証する情報を提供することを要しない。 

エ 元本の確定前の根抵当権の債務者兼設定者であるＡについて相続が開始し，その未

成年の子Ｂとその親権者Ｃとが相続人である場合において，相続によるＢへの所有権

の移転の登記がされた後，Ｃを債務者とする民法第 398条の 8第 2項の合意の登記を

申請するときは，Ｂについて特別代理人の選任の審判があったことを証する情報を提

供しなければならない。 

オ 一般社団法人Ａ所有の不動産に対し，同法人の理事であるＢを債務者とする抵当権

の設定の登記を申請するときは，同法人について特別代理人の選任があったことを証

する情報を提供しなければならない。 

(参考) 

民法 

第 398条の 8 (略) 

2 元本の確定前にその債務者について相続が開始したときは，根抵当権は，相続

開始の時に存する債務のほか，根抵当権者と根抵当権設定者との合意により定め

た相続人が相続の開始後に負担する債務を担保する。 

3， 4 (略) 

1 アイ     2 アエ     3 イオ     4 ウエ     5 ウオ 
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第15問 書面申請における印鑑に関する証明書の添付に関する次のアからオまでの記述のう

ち，誤っているものの組合せは，後記 1から 5までのうち，どれか。 

ア 登記上の利害関係を有する第三者の承諾を得て，付記登記によってする地役権の変

更の登記を申請する場合において，当該第三者の承諾を証する当該第三者が作成した

書面に添付すべき印鑑に関する証明書は，作成後3か月以内のものであることを要し

ない。 

イ 売主Ａと買主Ｂとの間の売買を登記原因とする所有権の移転の登記と同時にした買

戻特約の登記について，買戻権の移転の登記を申請する場合には，Ａの印鑑に関する

証明書を提供することを要しない。 

ウ 地上権の設定の登記の抹消を申請する場合においては，登記義務者が登記識別情報

を提供することができないときであっても，当該登記義務者の印鑑に関する証明書を

提供することを要しない。 

エ 取締役会設置会社と取締役との間の利益が相反する行為を登記原因とする登記を申

請する場合において，当該行為の承認に関する取締役会の議事録に押印された印鑑に

関する証明書を添付して当該議事録を提供したときは，当該印鑑に関する証明書の原

本の還付を請求することはできない。 

オ 建物を新築する場合における不動産工事の先取特権の保存の登記を申請するとき

は，登記義務者の印鑑に関する証明書を提供することを要しない。 

1 アイ     2 アエ     3 イウ     4 ウオ     5 エオ 
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第16問 次のような登記事項の記録(抜粋)がある不動産に関する後記 1から 5までの記述のう

ち，正しいものは，どれか。 
 

権 利 部( 甲 区 ) ( 所 有 権 に 関 す る 事 項 ) 

順位番号 登記の目的 受付年月日・受付番号 権利者その他の事項 

1 所有権移転 平成 11年 1月 11日 

第 111号 

原因 平成 11年 1月 11日売買 

所有者 Ａ 

2 

 

 

 

付記 1号 

所有権移転請求権 

仮登記 

平成 12年 2月 22日 

第 2222号 

原因 平成 12年 2月 22日売買予約 

権利者 Ｂ 

余白 余白 余白 

2番所有権移転請 

求権の移転請求権 

仮登記 

平成 15年 5月 15日 

第 5555号 

原因 平成 15年 5月 15日売買予約 

権利者 Ｅ 

余白 余白 余白 

3 

 

 

 

 

付記 1号 

条件付所有権移転 

仮登記 

平成 13年 3月 13日 

第 3333号 

原因 平成 13年 3月 13日売買（条件 売

買代金完済） 

権利者 Ｃ 

余白 余白 余白 

3番条件付所有権 

の移転 

平成 14年 4月 4日 

第 4444号 

原因 平成 14年 4月 4日売買 

権利者 Ｄ 

4 仮差押 平成 16年 6月 23日 

第 6666号 

原因 平成 16 年 6 月 16 日東京地方裁判

所仮差押命令 

債権者 Ｆ 

1  Ｅを登記権利者とし，Ｂを登記義務者として，2 番付記 1 号所有権移転請求権の移

転請求権仮登記の本登記を申請する場合には，Ｆの承諾を証するＦが作成した情報又

はＦに対抗することができる裁判があったことを証する情報を提供しなければならな

い。 

2  Ｃを登記権利者とし，Ａを登記義務者として，Ｆの承諾を証するＦが作成した情報

又はＦに対抗することができる裁判があったことを証する情報を提供して，3 番条件

付所有権移転仮登記の本登記を申請することができる。 

3  Ａを登記権利者とし，Ｂを登記義務者として，2 番所有権移転請求権仮登記の抹消

を申請する場合には，Ｅの承諾を証するＥが作成した情報又はＥに対抗することがで

きる裁判があったことを証する情報を提供することを要しない。 

4  Ｅは，2 番付記 1 号所有権移転請求権の移転請求権仮登記の抹消を単独で申請する

ことができる。 

5  Ｄは，3 番付記 1 号条件付所有権の移転の登記の抹消を単独で申請することができ

る。 
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第17問 甲土地の所有権の登記名義人であるＡには，配偶者Ｂ並びに子Ｃ及びＤがおり，Ｃに

は，子Ｅがいる場合において，Ａが死亡して相続が開始したときに申請すべき登記に関

する次の 1から 5までの記述のうち，誤っているものは，どれか。 

1  Ａが遺言でＣについて推定相続人の廃除の意思表示をしたときは，Ｂ，Ｄ及びＥ

は，Ｃが推定相続人から廃除された旨の記載のある戸籍の全部事項証明書を提供し

て，甲土地をＢ，Ｄ及びＥの共有とする相続による所有権の移転の登記を申請するこ

とができる。 

2  Ｂ，Ｃ及びＤ間で遺産分割協議を行った結果，Ｄが甲土地を取得することとされた

ときは，Ｄは，その旨の記載のあるＢ及びＣ間の証明書と，同旨の記載のあるＤの証

明書の 2通を提供して，甲土地をＤの単独所有とする相続による所有権の移転の登記

を申請することができる。 

3  Ａの死亡後，Ｂが破産手続開始の決定を受け，その破産管財人ＦがＡの遺産に関す

る遺産分割協議に参加し，Ｃが甲土地を取得することとされた場合において，当該遺

産分割協議の結果に基づき，甲土地をＣの単独所有とする相続による所有権の移転の

登記を申請するときは，ＦがＡの遺産に関する当該遺産分割協議をすることにつき裁

判所の許可があったことを証する情報を提供しなければならない。 

4  Ａの遺産に関する遺産分割の調停調書に，｢Ｃが甲土地を取得する代償として，Ｃ

の所有する乙建物を無償でＣがＢに譲渡する｡｣旨の条項があるときは，Ｂは，当該調

停調書の正本を提供することにより，乙建物につき，単独で，遺産分割による贈与を

登記原因とする所有権の移転の登記を申請することができる。 

5  甲土地が祭祀財産であり，かつ，Ａが遺言外でＥを祭祀に関する権利を承継すべき

者と指定した場合において，裁判外で作成したＥを当該権利を承継すべき者として指

定したことを証する情報を提供して祭祀財産の承継による所有権の移転の登記を申請

するときは，Ｂ，Ｃ，Ｄ及びＥが共同して，申請しなければならない。 

 



 - 18 - 

第18問 判決による登記に関する次のアからオまでの記述のうち，正しいものの組合せは，後

記 1から 5までのうち，どれか。 

ア Ａに対してＢへの所有権の移転の登記手続を命ずる判決が確定したものの，当該判

決の確定後にＢが死亡し，ＣがＢを相続した場合には，Ｃは，当該判決について承継

執行文の付与を受けなければ，単独でＡからＢへの所有権の移転の登記を申請するこ

とはできない。 

イ ＡからＢへの売買を原因とする所有権の移転の登記がされた後，Ａが死亡した場合

において，当該売買が錯誤によって無効であることが判明したときは，Ａの共同相続

人の一人であるＣは，単独で，Ｂに対する所有権の移転の登記の抹消の登記手続を命

ずる確定判決を得て，当該所有権の移転の登記の抹消を申請することができる。 

ウ ＡからＢへの所有権の移転の登記手続をすることを内容とする仲裁判断につき確定

した執行決定がある場合であっても，Ｂは，単独で当該所有権の移転の登記を申請す

ることはできない。 

エ Ａ所有の不動産について，反対給付との引換えにＡからＢへの所有権の移転の登記

手続をすることを内容とする和解調書に基づき，Ｂが単独で当該所有権の移転の登記

を申請する場合には，当該和解調書に執行文の付与を受けなければならない。 

オ Ａに対してＢへの所有権の移転の登記手続を命ずる確定判決に基づき，Ｂが単独で

当該所有権の移転の登記を書面申請の方法により申請する場合には，添付情報として

提供する判決書の正本に当該判決の確定証明書及びＡへの送達証明書を添付しなけれ

ばならない。 

1 アウ     2 アオ     3 イウ     4 イエ     5 エオ 
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第19問 登記官の職権による登記の抹消に関する次のアからオまでの記述のうち，正しいもの

の組合せは，後記 1から 5までのうち，どれか。 

ア 滞納処分による差押えがされている不動産の公売処分がされ，当該公売処分による

所有権の移転の登記がされた場合には，当該差押えの後に登記された抵当権の設定の

登記は，登記官の職権により，抹消される。 

イ 所有権の移転の登記請求権を保全するための処分禁止の仮処分の執行としての処分

禁止の登記がされた不動産について，当該仮処分の債権者を登記権利者とし，当該仮

処分の債務者を登記義務者とする所有権の移転の登記がされるとともに，仮処分に後

れる登記が抹消される場合には，当該処分禁止の登記は，登記官の職権により，抹消

される。 

ウ 売買を登記原因とする所有権の移転の登記と同時にした買戻特約の登記がされてい

る不動産について，買戻権の行使による所有権の移転の登記がされた場合には，当該

買戻特約の登記の後にされた滞納処分に関する差押えの登記は，登記官の職権によ

り，抹消される。 

エ 個人である債務者に係る破産手続開始の登記がされている不動産について，破産管

財人が裁判所の許可を得て任意売却し，その所有権の移転の登記がされた場合には，

当該破産手続開始の登記は，登記官の職権により，抹消される。 

オ 地上権の設定の登記請求権を保全するための処分禁止の仮処分の執行としての処分

禁止の登記及び保全仮登記がされた不動産について，当該保全仮登記に基づく本登記

がされた場合には，当該処分禁止の登記は，登記官の職権により，抹消される。 

1 アイ     2 アウ     3 イオ     4 ウエ     5 エオ 
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第20問 登記記録に次のような記録(抜粋)がある甲土地について，乙区 2 番で抹消された乙区

1 番の根抵当権の設定の登記の回復を申請する場合(以下この申請を「本件申請」とい

う｡)に関する次のアからオまでの記述のうち，正しいものの組合せは，後記 1から 5ま

でのうち，どれか。 

なお，租税特別措置法等の特例法による税の減免規定の適用は，ないものとする。 
 

権 利 部( 甲 区 ) ( 所 有 権 に 関 す る 事 項 ) 

順位番号 登記の目的 受付年月日・受付番号 権利者その他の事項 

1 所有権移転 平成 19年 8月 1日 

第 1111号 

原因 平成 19年 5月 1日相続 

所有者 Ａ 

 

権 利 部( 乙 区 ) ( 所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項 ) 

順位番号 登記の目的 受付年月日・受付番号 権利者その他の事項 

1 根抵当権設定 平成 20年 1月 11日 

第 222号 

原因 平成 20年 1月 11日設定 

極度額 金 2,000万円 

根抵当権者 Ｂ 

2 1番根抵当権抹消 平成 25年 2月 1日 

第 333号 

原因 平成 25年 2月 1日解除 

3 地上権設定 平成 25年 3月 1日 

第 444号 

原因 平成 25年 3月 1日設定 

地上権者 Ｃ 

ア 乙区 2番の抹消後に甲土地を買い受けたと主張するＤが現れたとしても，甲土地に

ついて，その旨のＡからＤへの所有権の移転の登記がされない限り，Ｄは，本件申請

における登記義務者とはならない。 

イ 登記権利者及び登記義務者が書面申請の方法により共同して本件申請をする場合に

は，登記義務者の印鑑に関する証明書を添付情報として提供することを要しない。 

ウ 申請人は，本件申請の添付情報として，Ｃの承諾を証するＣが作成した情報又はＣ

に対抗することができる裁判があったことを証する情報を提供しなければならない。 

エ 本件申請における登録免許税の額は，8万円となる。 

オ 本件申請により根抵当権の設定の登記の回復がされるときは，乙区 4番でその回復

の登記がされるとともに，乙区 5番で，当該設定の登記の受付番号等，抹消された当

該設定の登記と同一の登記事項をもって，根抵当権の設定の登記がされる。 

1 アイ     2 アウ     3 イオ     4 ウエ     5 エオ 
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第21問 登記記録に次のような記録(抜粋)がある甲土地について，後記 1から 5までの記述の

うち，第 1欄に掲げる事由が生じた場合に，第 2欄に掲げる登記原因及びその日付でＸ

を登記権利者とする持分の移転の登記の申請をすることができるものは，どれか。 

なお，当該持分の移転の登記の申請は，平成 25年 7月 1日にされたものとする。 
 

権 利 部( 甲 区 ) ( 所 有 権 に 関 す る 事 項 ) 

順位番号 登記の目的 受付年月日・受付番号 権利者その他の事項 

1 所有権移転 平成 12年 1月 5日 

第 55号 

原因 平成 12年 1月 5日売買 

共有者 持分 2分の 1 Ａ 

2分の 1 Ｘ 

2 Ａ持分全部移転 平成 25年 4月 1日 

第 1000号 

原因 平成 25年 3月 31日売買 

共有者 持分 2分の 1 Ｂ 

 

 第 1欄 第 2欄 

1 平成 25 年 3 月 1 日，Ｂは，Ｘとの間で，Ｘのために甲土地

のＡの持分をＢが取得し，同年 6 月 30 日付けで取得した持

分をＸに移転することを内容とする委任契約を締結した。甲

土地の甲区 2 番の登記は，当該委任契約に基づき，Ｘのため

に，Ｂの名でされたものである。 

平成 25 年 7 月

1 日民法第 646

条第2 項による

移転 

2 平成 25 年 6 月 30 日，Ｂは，Ｘとの間で，離婚に伴う財産分

与とは別に，不法行為に基づく慰謝料及びその遅延損害金の

支払に代えて甲土地のＢの持分をＸに移転することを約し

た。 

平成 25 年 7 月

1日代物弁済 

3 Ｂは，被保佐人であるが，平成 25 年 6 月 30 日，保佐人Ｙの

同意を得ずに，Ｘに対し，甲土地のＢの持分を売却し，同年

7月 1日，当該売却につき，Ｙが同意した。 

平成 25 年 7 月

1日売買 

4 平成 25 年 7 月 1 日，Ｂは，Ｘとの間で，Ｘを業務執行組合

員とする民法上の組合契約を締結し，当該組合契約に基づく

出資として，Ｘに甲土地のＢの持分を移転した。 

平成 25 年 7 月

1日民法第 667 

条第1項の出資 

5 平成 25 年 6 月 30 日，Ｂは，その持分を放棄する旨の意思表

示をし，同年 7月 1日，Ｘは，当該意思表示を了知した。 

平成 25 年 7 月

1日持分放棄 

(参考) 

民法 

第 646条 (略) 



 - 22 - 

2  受任者は，委任者のために自己の名で取得した権利を委任者に移転しなければ

ならない。 

第 667条 組合契約は，各当事者が出資をして共同の事業を営むことを約すること

によって，その効力を生ずる。 

2  (略) 
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第22問 司法書士法務太郎は，甲土地の所有権の登記名義人であるＡと乙土地の地上権の登記

名義人であるＢから，次のアからカまでの事情を聴取するとともに，聴取した事情に基

づき，甲土地にＢを権利者とする用益権の設定の登記をしたいが，その登記をすること

ができるかどうかを教えてほしいとの相談を受けたことから，どのような用益権を設定

すべきかについて検討した上，回答することとした。後記 1から 5までの回答のうち，

司法書士法務太郎の回答として正しいものは，どれか。 

＜Ａ及びＢから聴取した事情＞ 

ア 甲土地の地目は雑種地であり，現在，Ａが駐車場として使用している。 

イ 用益権の設定の契約及び当該用益権の設定の登記の申請は，ＡとＢが行う。 

ウ 用益権の設定の目的は，Ｂにおいて，甲土地の東側 1メートルの範囲に，乙土地上

のＢ所有の設備から引いた地中電線路を埋設することにある。 

エ 用益権は，甲土地の東側 1メートルの範囲にのみ設定するものとし，当該用益権の

設定のために分合筆等の甲土地についての表示に関する登記は，しない。 

オ 用益権の存続期間は，50年とし，乙土地の地上権の存続期間内にとどめる。 

カ Ｂは，設定した用益権に基づく甲土地の使用収益の対価として，年 1万円をＡに支

払う。 

1  「登記をすることができません。なぜなら，Ｂは，乙土地の所有権者ではないから

です。」 

2  「登記をすることができません。なぜなら，甲土地の一部に対する用益権の設定と

なるからです。」 

3  「登記をすることができます。その際，用益権の設定の目的は，登記事項とはなり

ません。」 

4  「登記をすることができます。その際，『存続期間 50 年』を登記事項とすることが

できます。」 

5  「登記をすることができます。その際，Ｂの住所は，登記事項とはなりません。」 
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第23問 次の 1から 5までの記述のうち，第 1欄の各登記を申請する場合において，第 2欄の

①及び②の各事項がいずれも当該登記の登記事項であるものは，どれか。 
 

 第 1欄 第 2欄 

1 
地上権の設定 

①地代又はその支払時期の定めがあるときは，その定め 

②地上権の譲渡を禁止する旨の定めがあるときは，その定め 

2 不動産工事の 

先取特権の保存 

①債務者の氏名又は名称及び住所 

②利息に関する定めがあるときは，その定め 

3 

質権の設定 

①存続期間の定めがあるときは，その定め 

②質権の目的である不動産の用法に従い，その使用及び収益 

をすることができる旨の定めがあるときは，その定め 

4 
抵当権の設定 

①債権に付した条件があるときは，その条件 

②抵当権の消滅に関する定めがあるときは，その定め 

5 

採石権の設定 

①採石権の譲渡を禁止する旨の定めがあるときは，その定め 

②採石権の内容又は採石料若しくはその支払時期の定めがあ 

るときは，その定め 
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第24問 登記記録に次のような記録(抜粋)がある甲土地について，抵当権の登記の申請がされ

る場合に関する次のアからオまでの記述のうち，正しいものの組合せは，後記 lから 5

までのうち，どれか。 
 

権 利 部( 甲 区 ) ( 所 有 権 に 関 す る 事 項 ) 

順位番号 登記の目的 受付年月日・受付番号 権利者その他の事項 

1 所有権移転 平成 24年 9月 20日 

第 9000号 

原因 平成 24年 9月 20日売買 

所有者 Ａ 

2 所有権一部移転 平成 25年 1月 8日 

第 100号 

原因 平成 25年 1月 8日贈与 

共有者 持分 2分の 1 Ｂ 

 

権 利 部( 乙 区 ) ( 所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項 ) 

順位番号 登記の目的 受付年月日・受付番号 権利者その他の事項 

1 抵当権設定 平成 24年 9月 20日 

第 9001号 

原因 平成 24 年 9 月 20 日金銭消費貸

借同日設定 

債権額 金 2,000万円 

利息 年 1･5％ 

損害金 年 14･5％ 

債務者 Ｃ 

抵当権者 Ｄ 

2 抵当権設定 平成 25年 6月 28日 

第 6000号 

原因 平成 25 年 6 月 28 日金銭消費貸

借同日設定 

債権額 金 1,000万円 

利息 年 2％ 

損害金 年 14･5％ 

連帯債務者 Ａ 

Ｂ 

抵当権者 Ｅ 

 

ア ＤがＢの持分に対する抵当権を放棄した場合には，Ａ及びＢを登記権利者とし，Ｄ

を登記義務者として，乙区 1番の抵当権をＡ持分の抵当権とする変更の登記を申請す

ることができる。 

イ Ｃが死亡し，Ｃの相続人であるＸ及びＹ間において，遺産分割協議によりＸがＤの

承認を得てＣの債務を単独で引き受けた場合には，相続を登記原因として，Ｘを債務

者とする乙区 1番の抵当権の変更の登記を申請することができる。 

ウ 乙区 1 番の抵当権の設定の登記を申請する際，損害金の定めとして，「年 14.5%

（年 365 日の日割計算)」とするところを誤って｢年 14.5%｣と申請していた場合には，

Ｅの承諾を証するＥが作成した情報又はＥに対抗することができる裁判があったこと

を証する情報を提供しなければ，乙区 1番の抵当権の更正の登記を申請することがで

きない。 
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エ Ａ及びＢがＥに対して甲土地を代物弁済したことによりＥを登記権利者とする共有

者全員持分全部移転の登記をした場合には，Ｅは，代物弁済を登記原因として，乙区

2番の抵当権の登記の抹消を申請することができる。 

オ Ａ及びＢがＥに対して甲土地に譲渡担保権を設定したことによりＥを登記権利者と

する共有者全員持分全部移転の登記をした場合には，Ｅは，混同を登記原因として，

乙区 2番の抵当権の登記の抹消を申請することができる。 

1 アエ     2 アオ     3 イウ     4 イエ     5 ウオ 
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第25問 Ａ株式会社(以下｢Ａ社｣という｡)を吸収分割株式会社とし，Ｂ株式会社(以下｢Ｂ社｣と

いう｡)を吸収分割承継株式会社とする吸収分割があった場合における抵当権又は根抵当

権の登記に関する次のアからオまでの記述のうち，誤っているものの組合せは，後記 1

から 5までのうち，どれか。 

ア Ａ社を抵当権者とする抵当権について，会社分割を登記原因とするＢ社への抵当権

の移転の登記を申請するときは，登記原因証明情報として，会社分割の記載があるＢ

社の登記事項証明書を提供すれば，分割契約書を提供することを要しない。 

イ Ａ社を抵当権者とする抵当権について，会社分割を登記原因とするＢ社への抵当権

の移転の登記を申請するときは，当該抵当権の設定の登記の際に通知された登記識別

情報を提供しなければならない。 

ウ Ａ社を根抵当権者とする元本の確定前の根抵当権について，吸収分割契約において

Ｂ社を当該根抵当権の根抵当権者と定めたときは，分割契約書を提供すれば，会社分

割を登記原因として，根抵当権者をＢ社のみとする根抵当権の移転の登記を申請する

ことができる。 

エ Ａ社を債務者とする抵当権について，吸収分割契約においてＢ社が当該抵当権の被

担保債務を承継する旨を定めなかったときは，会社分割による債務者の変更の登記を

申請することを要しない。 

オ Ａ社を債務者とする元本の確定前の根抵当権について，Ｂ社に対して根抵当権者が

吸収分割前から有する債権を当該根抵当権の被担保債権とするときは，会社分割を登

記原因とする債務者の変更の登記の後，債権の範囲の変更の登記を申請しなければな

らない。 

1 アウ     2 アエ     3 イウ     4 イオ     5 エオ 
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第26問 仮登記に関する次のアからオまでの記述のうち，正しいものの組合せは，後記 1から

5までのうち，どれか。 

ア 仮登記の登記義務者の住所地を管轄する地方裁判所は，仮登記の登記権利者の申立

てにより，仮登記を命ずる処分をすることができる。 

イ 仮登記の登記権利者が書面申請の方法により単独で仮登記を申請する場合には，当

該登記権利者が登記手続をすることについて仮登記の登記義務者が承諾する旨の条項

がある公正証書の正本を申請書に添付したとしても，当該登記義務者の印鑑に関する

証明書を添付しなければならない。 

ウ 所有権移転請求権保全の仮登記のされた請求権の一部が移転した場合において，当

該仮登記に基づく本登記は，仮登記の登記権利者のうちの一人から申請することがで

きる。 

エ 代物弁済の予約を仮登記原因とする所有権移転請求権保全の仮登記の本登記の申請

は，非金銭債務を担保するためにされたものであることを証する情報を提供すれば，

登記原因の日付が仮登記原因の日付として登記されている日から 2か月の期間の経過

後の日でなくても，することができる。 

オ 抵当権の設定の登記について当該抵当権の放棄による抹消の仮登記がされた後，債

権譲渡による当該抵当権の移転の登記がされている場合には，当該抵当権の譲受人を

登記義務者として，当該仮登記に基づく本登記を申請することができる。 

1 アイ     2 アウ     3 イオ     4 ウエ     5 エオ 
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第27問 甲土地(不動産の価額 100 万円)について，次のアからオまでの第 1欄の各登記の申請

をする場合の登録免許税の金額として，第 2 欄の金額が正しいものの組合せは，後記 1

から 5までのうち，どれか。 

なお，租税特別措置法等の特例法による税の減免規定の適用はないものとし，また，

当該申請は，登録免許税額が最も低額となるように申請するものとする。 
 

 第 1欄 第 2欄 

ア 敷地権の目的が甲土地の所有権のみであるＡ所有の敷地権付き区

分建物について，順位 1番と順位 2番でそれぞれ登記された各抵

当権間の順位の変更の登記 

4,000 円 

イ Ａの持分にのみ債権額 100 万円の抵当権の設定の登記がされてい

るＡ及びＢが共有する甲土地について，ＡがＢの持分の全部を取

得し，その移転の登記がされた場合において，当該抵当権の効力

を甲土地の所有権全部に及ぼす変更の登記 

1,000 円 

ウ Ａを抵当権者とする順位 1 番の抵当権の設定の登記と，Ａを抵当

権者とする順位 2 番の抵当権の設定の登記がされている甲土地に

ついて，同一の登記原因によってする順位 1番及び順位 2番の各

抵当権の登記の抹消 

2,000 円 

エ ＡからＢへの贈与を登記原因とする持分 2分の lの所有権の一部

移転の登記がされている甲土地について，当該登記を所有権全部

の移転の登記とする更正の登記 

1,000 円 

オ Ａを賃借権者とする賃借権の設定の登記がされている甲土地につ

いて，Ａが甲土地を相続により取得した場合にする相続を登記原

因とするＡへの所有権の移転の登記 

2,000 円 

 

1 アウ     2 アオ     3 イエ     4 イオ     5 ウエ 
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第28問 本店(外国会社にあっては，日本における営業所)の所在地においてする登記をすべき

期間に関する次のアからオまでの記述のうち，正しいものは，幾つあるか。 

ア 株式会社の監査役の選任決議がされた場合において，その前日に，被選任者が当該

選任決議がされることを条件としてあらかじめその就任を承諾していたときは，当該

承諾の日から 2週間以内に監査役の就任による変更の登記をしなければならない。 

イ 取締役会設置会社において，定款変更を伴わない本店移転に当たり，現実の移転を

した日の後に，本店移転をする旨の取締役会決議があった場合には，当該取締役会決

議の日から 2週間以内に本店移転の登記をしなければならない。 

ウ 事業譲渡の譲受会社が譲渡会社の商号を引き続き使用する場合において，譲受会社

が譲渡会社の事業によって生じた債務を弁済する責任を負わないためには，当該譲受

会社は，当該事業を譲り受けた日から 1 か月以内に免責の登記をしなければならな

い。 

エ 合同会社を設立する場合には，社員になろうとする者の全ての出資の履行があった

日又は社員になろうとする者が定めた日のいずれか遅い日から 2週間以内に設立の登

記をしなければならない。 

オ 外国会社の商号の変更が本国である外国において生じたときは，その生じた日から

3週間以内に，商号変更の登記をしなければならない。 

1 1 個     2 2 個     3 3 個     4 4 個     5 5 個 
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第29問 次の対話は，株式会社(委員会設置会社を除く｡)の設立の登記の申請書に添付すべき

書面のうち，出資の履行に関する書面(以下｢出資履行書面｣という｡)に関する司法書士

と補助者との間の対話である。司法書士の質問に対する次のアからオまでの補助者の解

答のうち，適切でないものの組合せは，後記 1から 5までのうち，どれか。 

司法書士： 払込取扱機関における預金口座に入金の記録のある預金通帳の写しを合て

つした設立時代表取締役の作成に係る払込取扱金融機関に払い込まれた金銭

を証明する書面(以下｢合てつ書面｣という｡)は，発起設立と募集設立のいず

れの場合でも，出資履行書面とすることができますか。 

補助者：ア 発起設立の場合には，合てつ書面を出資履行書面とすることができます

が，募集設立の場合には，合てつ書面を出資履行書面とすることはできませ

ん。 

司法書士： それでは，合てつ書面における預金通帳の写しに記録されている預金口座

への入金の日付が，定款の作成日後，その認証日より前のものである場合に

は，当該合てつ書面は，出資履行書面とすることができますか。 

補助者：イ 定款は公証人の認証を受けなければ効力が生じませんので，当該預金口座

への入金の日付が定款の認証日より前のものである場合には，当該合てつ書

面は，出資履行書面とすることができません。 

司法書士： 合てつ書面における預金通帳の写しに係る預金口座が設立時代表取締役名

義のものであっても，当該合てつ書面は，出資履行書面とすることができま

すか。 

補助者：ウ 合てつ書面における預金通帳の写しに係る預金口座は，設立中の会社を代

表する発起人の名義のものでなければならず，当該設立時代表取締役が発起

人でない場合には，当該設立時代表取締役の名義の預金通帳の写しに係る当

該合てつ書面は，出資履行書面とすることができません。 

司法書士： 次に，払込金額が 1,000 万円とされている場合について考えてみましょ

う。合てつ書面における預金通帳の写しには，預金口座の現在残高としては

1,000 万円の記録があるものの，預金通帳の繰越しがされ，入金の記録を合

算しても，900 万円分しかないとします。このような場合には，当該合てつ

書面は，出資履行書面とすることができますか。 

補助者：エ 合てつ書面における預金通帳の写しは，当該預金口座に 1,000 万円が払い

込まれた事実が明らかとなるものでなければなりませんので，当該写しにお

いて 1,000 万円に相当する金額の入金の記録の一部が欠落している場合に
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は，当該合てつ書面は，出資履行書面とすることができません。 

司法書士： それでは，合てつ書面における預金通帳の写しには，払込金額である

1,000万円に相当する金額の入金の記録はあるものの，設立の登記の申請の

前日に100万円の出金記録があるため，当該預金口座の現在残高としては

900万円の記録しかないとします。このような場合には，当該合てつ書面

は，出資履行書面とすることができますか。 

補助者：オ 合てつ書面における預金通帳の写しは，払込金額である1,000万円に相当

する金額の入金の記録があるものであれば，引き出しの記録があるために当

該預金口座の残高としては1,000万円に満たない記録しかないものであって

も，当該合てつ書面は，出資履行書面とすることができます。 

1 アウ     2 アエ     3 イウ     4 イオ     5 エオ 
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第30問 取締役会設置会社における株式に関する登記に関する次のアからオまでの記述のう

ち，正しいものの組合せは，後記 1から 5までのうち，どれか。 

ア 株主名簿管理人の設置による変更の登記の申請書には，定款及びその者との契約を

証する書面を添付しなければならない。 

イ 当該取締役会設置会社が現に 2以上の種類の株式を発行している場合において，株

式の分割の効力発生と同時に当該株式の分割に係る分割比率を超えない範囲内で発行

可能株式総数を増加したことによる変更の登記の申請書には，取締役会議事録を添付

すれば，株主総会議事録を添付することを要しない。 

ウ 全部取得条項付種類株式の取得と引換えにする株式の交付による変更の登記の申請

書には，当該全部取得条項付種類株式につき株券を発行しているときであっても，株

券の提出に関する公告をしたことを証する書面を添付することを要しない。 

エ 株式無償割当てにより新たに株式を発行した場合における発行済株式の総数が増加

したことによる変更の登記の申請書には，株主及び登録株式質権者に対して当該株主

が割当てを受けた株式の数を通知したことを証する書面を添付しなければならない。 

オ 発行済株式の総数が 10 万株である場合において，単元株式数を 1,000 株とする単

元株式数の設定による変更の登記の申請は，することができない。 

1 アイ     2 アオ     3 イエ     4 ウエ     5 ウオ 
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第31問 株式の併合による変更の登記に関する次のアからオまでの記述のうち，正しいものの

組合せは，後記 1から 5までのうち，どれか。 

ア 株式の併合による変更の登記の申請書には，登記すべき事項として，変更後の資本

金の額も，記載しなければならない。 

イ 株式の併合をした場合においては，発行可能株式総数を変更する定款変更決議がな

かったときでも，株式の併合による変更の登記の申請と同時に，当該株式の併合に係

る併合比率に応じた発行可能株式総数の減少による変更の登記も，申請しなければな

らない。 

ウ 現に 2以上の種類の株式を発行している会社は，株式の種類ごとに異なった株式の

併合に係る併合比率でした株式の併合による変更の登記の申請をすることができる。 

エ 現に 2以上の種類の株式を発行している会社は，ある種類の株式と別の種類の株式

を併合する内容の株式の併合による変更の登記の申請をすることができる。 

オ 株券発行会社がする株式の併合による変更の登記の申請書には，株券の提出に関す

る公告をしたことを証する書面又は当該株式の全部について株券を発行していないこ

とを証する書面を添付しなければならない。 

1 アイ     2 アエ     3 イウ     4 ウオ     5 エオ 



 - 35 - 

第32問 株式会社の取締役又は代表取締役の変更の登記の申請に関する次のアからオまでの記

述のうち，正しいものの組合せは，後記 1から 5までのうち，どれか。 

ア 住居表示の実施により代表取締役の住所に変更があった場合には，代表取締役の住

所の変更の登記を申請しなければならない。 

イ 取締役を辞任したことにより代表取締役を退任したＡの後任として新たに代表取締

役に選定されたＢの代表取締役の就任による変更の登記の申請書には，当該申請書に

添付された取締役会議事録にＡが登記所に提出している印鑑と同一の印鑑をＢが押印

しているときは，当該議事録に押印した取締役及び監査役の印鑑につき市区町村長の

作成した証明書を添付することを要しない。 

ウ 代表取締役の就任による変更の登記の申請は，当該株式会社の代表取締役のうち少

なくとも 1名が日本に住所を有している場合でなければ，することができない。 

エ 取締役会設置会社において，退任した取締役であってなお取締役としての権利義務

を有する者を代表取締役とする代表取締役の就任による変更の登記の申請は，するこ

とができない。 

オ ある取締役に欠格事由が生じた場合でも，これにより定款で定めた取締役の員数に

満たないこととなるときは，その後任者が選任されるまで，当該取締役の退任による

変更の登記の申請は，することができない。 

1 アウ     2 アエ     3 イエ     4 イオ     5 ウオ 
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第33問 株式会社の会計監査人の登記に関する次のアからオまでの記述のうち，誤っているも

のの組合せは，後記 lから 5までのうち，どれか。 

ア 公認会計士である会計監査人の重任による変更の登記の申請書には，当該会計監査

人が選任後 1年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会にお

いて別段の決議がされなかったことにより当該株主総会において再任されたものとみ

なされた場合であっても，公認会計士であることを証する書面を添付しなければなら

ない。 

イ 唯一の会計監査人が辞任した場合にする会計監査人の辞任による変更の登記は，新

たに選任された会計監査人(一時会計監査人の職務を行うべき者も含む。)の就任によ

る変更の登記と同時に申請しなければならない。 

ウ 監査法人である会計監査人の就任による変更の登記の申請書には，登記すべき事項

として，当該監査法人の名称及び当該監査法人が定めた書類等備置場所を記載しなけ

ればならない。 

エ 監査役会が会計監査人を解任した場合にする会計監査人の解任による変更の登記の

申請書には，監査役の全員の同意があったことを証する書面を添付しなければならな

い。 

オ 会計監査人が負う責任の限度に関する契約の締結についての定款の定めを設けた場

合には，会計監査人と当該契約を締結していないときであっても，会計監査人の責任

の制限に関する定めの設定による変更の登記の申請をしなければならない。 

1 アエ     2 アオ     3 イウ     4 イオ     5 ウエ 
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第34問 会社が解散したときにする最初の清算人の登記又は清算結了の登記の申請に関する次

のアからオまでの記述のうち，当該会社が株式会社である場合又は合同会社である場合

のいずれか一方の場合にのみ該当するものの組合せは，後記 1から 5までのうち，どれ

か。 

ア 会社の定款の定め以外の方法によって清算人が就任した場合において，清算人の登

記の申請書に定款を添付することを要しないときがある。 

イ 清算人の登記の申請書には，登記すべき事項として，清算人としての氏名又は名称

及び住所を記載しなければならない。 

ウ 清算人が 1名である場合にする清算人の登記の申請書には，当該清算人と解散時の

代表取締役又は代表社員とが同一人であるときを除き，清算人の就任承諾書に押印さ

れた印鑑につき市区町村長の作成した証明書を添付しなければならない。 

エ 定款で定めた解散の事由の発生により会社が解散した場合には，最初の清算人が就

任した日から 2か月を経過する日より後の日でなければ，清算結了の登記の申請は，

することができない。 

オ 本店と支店が異なる登記所の管轄区域内にある会社がその本店の所在地において清

算結了の登記を申請したときは，その支店の所在地において清算結了の登記を申請す

ることを要しない。 

1 アイ     2 アウ     3 イエ     4 ウオ     5 エオ 
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第35問 一般社団法人(特例民法法人及び特例民法法人からの移行により設立するものを除

く｡)の登記に関する次のアからオまでの記述のうち，誤っているものの組合せは，後記

1から 5までのうち，どれか。 

ア 設立の登記の申請書には，定款を添付しなければならない。 

イ 存続期間についての定款の定めを廃止したときは，存続期間の廃止による変更の登

記を申請しなければならない。 

ウ 社員総会の決議により解散した一般社団法人を合併後存続する一般社団法人とする

合併による変更の登記の申請は，することができる。 

エ 理事会設置一般社団法人における新たな代表理事の就任による変更の登記の申請書

には，代表理事の就任承諾書の印鑑につき市区町村長の作成した証明書を添付しなけ

ればならない。 

オ 社員の資格の得喪に関する定款の定めは，登記事項である。 

1 アウ     2 アエ     3 イエ     4 イオ     5 ウオ 


